
令和８年度 第一回嘉麻市環境審議会 

 

日時：令和８年７月１３日（月） 午後２時から 

    場所：嘉麻市役所本庁舎４階 防災対策室    

 

 

 

 

１．委嘱書交付式 

 

２．市長挨拶 

 

３．委員及び事務局職員自己紹介 

 

４．会長、副会長選出 

 

５．会長挨拶 

 

６．嘉麻市環境審議会の概要について 

 

７．所掌事務及び今後の審議事項について 

 

８．報告事項 

 １）公害防止協定書の変更締結について（NOK 九州株式会社 嘉麻工場） 

 

９．審議事項 

 １）第１種井戸地下水採取許可申請について（JA 北九州ファーム） 

 

１０．その他 

 

 

 

 



任期

所　　属 職　　名
（フリガナ）
氏　　名

構成要件 備考

1
近畿大学産業理工学部
生物環境化学科

教授 松本
マツモト

　幸三
コウゾウ

学識経験を有するもの

2 市民 松田
マツダ

　クニ子
コ
公募による市民

3 嘉麻市議会
民生文教委員会
委員 岩永

イワナガ

　利勝
トシカツ 市長が特に必要と認める

者

4 嘉麻市議会
民生文教委員会
委員 豊田

トヨタ

　一元
カズモト 市長が特に必要と認める

者

5
福岡県嘉穂・鞍手保健
福祉環境事務所

環境長 大村
オオムラ

　徹男
テツオ

関係行政機関の職員

6
福岡県飯塚県土整備事
務所

地域整備主幹 高橋
タカハシ

　佑子
ユウコ

関係行政機関の職員

7 福岡県飯塚農林事務所 農山村振興課長 三浦
ミウラ

　誠司
セイジ

関係行政機関の職員

8 嘉麻市商工会 会長 嶋田
シマダ

　尋美
ヒロミ

公共的団体

9
福岡県広域森林組合
嘉飯山支店

支店長 山田
ヤマダ

　久能
ヒサヨシ

公共的団体

嘉麻市環境審議会委員名簿

　令和　８年７月１１日から
　令和１０年７月１０日まで
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○嘉麻市環境基本条例 

平成１９年７月６日 

条例第２１号 

改正 平成３０年６月２６日条例第３１号 

私たちのまち嘉麻市は、母なる遠賀川やその源流を抱く山々の豊かで美し

い自然に恵まれた環境の恩恵を受けながら、個性ある伝統や文化を育み、今

日までの発展を築いてきた。 

しかしながら、物質的な豊かさや生活の利便ばかりを追い求める現代の社

会経済活動は、資源の浪費や不用物の廃棄を繰り返し、その結果、環境への

負荷を増大させ、私たちの暮らす地域の環境ばかりでなく、あらゆる生物の

生存基盤である地球全体の環境をも脅かすに至っている。 

もとより、恵みある健全な環境のもとで、健康で文化的な生活を営むこと

は、私たちの権利であるとともに、この健全な環境を次の世代に引き継ぐこ

とは、私たちの願いであり、また責務である。 

今こそ、私たちひとりひとりが、環境を守る重要な役割を担っていること

を深く自覚し、人間にとって真に豊かな生活とは何かを真剣に考えるととも

に、互いの力を合わせて、これらの環境問題に取り組む行動を起こさなけれ

ばならない。 

こうした決意のもと、私たちは、自然豊かな環境を保全し、よりよい環境

を創造するとともに、人間と自然が共生できるふれあいと安心のまちづくり

を進めることにより、将来にわたって持続的に発展することができる社会の

実現を目指して、ここに、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全及び創造について、基本理念を定め、市、

市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関

する施策の基本的事項を定め、これらの施策を総合的かつ計画的に推進す

ることにより、現在及び将来の市民が健康で文化的な生活を営むことので

きる良好な環境を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定
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めるところによる。 

（１） 自然環境 大気、水、土壌及び動植物を一体として総合的にとら

えたもので、人間の生存の基盤である環境をいう。 

（２） 生活環境 人の生活に関係のある環境（人の生活に密接な関係の

ある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を

含む。）をいう。 

（３） 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、

環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをいう。 

（４） 地球環境の保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層

の破壊の進行、海洋の汚染、野生生物の種の減少その他の地球の全体又

はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、

人類の福祉に貢献するとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与

するものをいう。 

（５） 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に

伴って生じる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、

騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係

る被害が生じることをいう。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、次に掲げる基本理念により行わなければな

らない。 

（１） 全ての市民が健康で文化的な生活を営むうえで必要とする良好な

環境を確保し、これを将来の世代へ承継していくこと。 

（２） 環境資源の適正な管理及び循環的な利用を図り、環境への負荷の

少ない持続的に発展することが可能な社会を構築すること。 

（３） 多様な生態系を有する自然環境に配慮し、人間と自然との共生を

図ること。 

（４） 地域の環境が地球全体の環境と深くかかわっていることを認識し、

日常生活及び事業活動において、地球環境の保全を自らの課題としてと

らえ、これを積極的に推進すること。 

（５） 環境の保全及び創造に関し、市、市民及び事業者がそれぞれの責
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務を自覚し、公平な役割分担のもとに自主的かつ積極的な取組みを行う

こと。 

（一部改正〔平成３０年条例３１号〕） 

（市の責務） 

第４条 市は、環境の保全及び創造に関する基本的かつ総合的な施策を策定

し、実施しなければならない。 

２ 市は、自ら行う事業の実施に当たっては、環境の保全及び創造に配慮す

るとともに、環境への負荷の軽減に努めなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、日常生活において、資源及びエネルギーの節約を図るとと

もに、廃棄物を適正に処理し、排出を抑制することにより、環境への負荷

の軽減に努めなければならない。 

２ 市民は、環境の保全及び創造に自ら積極的に努めるとともに、市が実施

する環境の保全及び創造に関する施策に協力しなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、自らの事業活動を行うに当たっては、これに伴って生じ

る公害を防止し、又は自然環境を適正に保全するために必要な措置を講ず

るとともに、これに伴う環境への負荷の軽減に努めなければならない。 

２ 事業者は、環境の保全及び創造に自ら積極的に努めるとともに、環境の

保全及び創造に関して実施される市の施策及び市民の活動に協力しなけれ

ばならない。 

（施策の基本方針） 

第７条 市は、環境の保全及び創造に関する施策の策定及び実施に当たって

は、第３条に定める基本理念にのっとり、次に掲げる事項を基本方針とし

て、各施策相互の有機的な連携を図りつつ、総合的かつ計画的に行わなけ

ればならない。 

（１） 市民の健康が保護され、生活環境が保全されるよう、大気、水、

土壌等が良好な状態で保持されること。 

（２） 廃棄物の減量、資源の循環的な利用及びエネルギーの有効利用が

推進されることにより、環境への負荷の軽減が図られること。 
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（３） 生物の多様性の確保が図られるとともに、自然環境が地域の自然

的社会的条件に応じて体系的に保全されること。 

（４） 良好な景観及び歴史的文化的遺産の適正な保全が図られ、自然環

境との調和のとれた快適な環境が創造されること。 

（５） 環境の保全及び創造を効果的に推進するため、全ての者が協働し

て取り組む社会を構築すること。 

（一部改正〔平成３０年条例３１号〕） 

（環境基本計画） 

第８条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため、嘉麻市環境基本計画（以下「環境基本計画」という。）を策

定しなければならない。 

２ 環境基本計画は、前条に定める基本方針に基づき、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

（１） 環境の保全及び創造に関する目標 

（２） 環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 

（３） その他環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ長期的に推

進するために必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ第１６条に規

定する嘉麻市環境審議会の意見を求めなければならない。 

４ 市長は、環境基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。 

５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

（一部改正〔平成３０年条例３１号〕） 

（行動指針） 

第９条 市長は、環境基本計画に基づき、市、市民及び事業者のそれぞれの

役割に応じた行動指針を定め、これに基づく行動を協働して推進しなけれ

ばならない。 

（環境教育等の推進） 

第１０条 市は、市民及び事業者が環境の保全及び創造についての関心と理

解を深め、これらの者の自発的な活動が促進されるように、環境の保全及
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び創造に関する教育及び学習並びに広報活動を推進するものとする。 

（環境情報の提供） 

第１１条 市は、市民及び事業者とともに、環境の保全及び創造に関する情

報の適切な共有が図られるように、積極的に情報の提供に努めなければな

らない。 

（市民等の自発的な活動の促進） 

第１２条 市は、市民及び事業者が行う環境の保全及び創造に関する自発的

な活動が促進されるように、指導、助言その他必要な措置を講ずるものと

する。 

２ 市は、環境の保全及び創造に関する施策を策定及び実施するに当たって

は、市民及び事業者の参加の機会を確保し、これらの者の意見を施策に反

映するよう努めなければならない。 

（年次報告書の作成及び公表） 

第１３条 市長は、毎年、環境の現状及び環境基本計画に基づき実施された

施策の状況等についての年次報告書を作成し、公表しなければならない。 

（調査研究の実施等） 

第１４条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を適正に推進するために

必要な調査研究を実施するとともに、測定、監視、検査等の体制整備を図

ることにより、環境の状況の的確な把握に努めるものとする。 

（国及び他の地方公共団体等との協力） 

第１５条 市は、環境の保全及び創造を図るための広域的な取組について、

国及び他の地方公共団体等と協力し、積極的にその推進に努めるものとす

る。 

（一部改正〔平成３０年条例３１号〕） 

（環境審議会の設置） 

第１６条 市の環境の保全及び創造に関する基本的事項を調査し、及び審議

するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項

の規定に基づき、嘉麻市環境審議会（以下「審議会」という。）を設置す

る。 

２ 審議会は、市長の諮問等に応じ、次に掲げる事項を調査し、及び審議す
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る。 

（１） 環境基本計画に関する事項 

（２） 環境の保全及び創造に関する基本的事項 

（３） その他環境の保全及び創造に関し、市長が特に必要と認める事項 

３ 前項に定めるもののほか、審議会は、環境の保全及び創造に関する事項

に関し、市長に建議することができる。 

（一部改正〔平成３０年条例３１号〕） 

（審議会の組織等） 

第１７条 審議会は、環境問題に関する学識経験を有する者を含む委員１２

人以内をもって組織する。 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けたときの

補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員が、委嘱されたとき又は任命されたときにおける当該身分を失った

場合は、委員を辞したものとみなす。 

４ その他審議会の運営に必要な事項は、規則で定める。 

（一部改正〔平成３０年条例３１号〕） 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年６月２６日条例第３１号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 

0603
テキストボックス



0603
テキストボックス
　６


0603
テキストボックス





1/2 

○嘉麻市環境審議会規則 

平成３０年６月２６日 

規則第２９号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、嘉麻市環境基本条例（平成１９年嘉麻市条例第２１号）

第１７条第４項の規定に基づき、嘉麻市審議会等の会議及び会議録の公開

に関する規程（平成２２年嘉麻市告示第１３１号）に定めるもののほか、

嘉麻市環境審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 学識経験者 １人以内 

（２） 公共的団体等が推薦する者 ２人以内 

（３） 関係行政機関職員 ３人以内 

（４） 市民からの公募による者 ４人以内 

（５） その他市長が必要と認める者 ２人以内 

（会長及び副会長） 

第３条 審議会に、会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第４条 会議は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 前項の場合において、議長は、委員として議決に加わることができない。 

５ 会長及び副会長にともに事故があるとき又はともに欠けたときは、市長

が会議を招集する。 
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（招集通知） 

第５条 会長は、会議を招集しようとするときは、あらかじめ会議開催の日

時、場所及び付議事件を委員に通知しなければならない。 

（関係者の出席等） 

第６条 審議会は、必要に応じ関係者及び専門的知識を有する者等に会議へ

の出席及び資料提出等の協力を依頼することができる。 

（庶務） 

第７条 審議会の庶務は、主管課において処理する。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し、必要な事項は、

会長が会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（嘉麻市環境審議会規則の廃止） 

２ 嘉麻市環境審議会規則（平成１９年嘉麻市規則第３３号。以下「旧規則」

という。）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行前旧規則によってした行為は、この規則によるものとみ

なす。 

４ この規則の施行の際現に旧規則に基づく審議会の委員である者は、引き

続きこの規則に基づく審議会の委員とみなし、その任期は、旧規則に基づ

く委嘱又は任命の日から起算する。 
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○嘉麻市自然環境保全条例 

平成１９年１２月２６日 

条例第３２号 

改正 平成３０年６月２６日条例第２８号 

（目的） 

第１条 この条例は、嘉麻市環境基本条例（平成１９年嘉麻市条例第２１号。

以下「環境基本条例」という。）の理念にのっとり、自然環境に重大な影

響を及ぼす事業活動を未然に防止することにより、自然環境を保全し、も

って市民の安全な生活環境を守ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 自然環境 環境基本条例第２条第１号に規定する自然環境をいう。 

（２） 生活環境 環境基本条例第２条第２号に規定する生活環境をいう。 

（３） 周辺住民 事業計画地が所在する行政区（これに隣接する行政区

を含む。）の区域に居住する者をいう。 

（４） 不適正な事業活動 第６条第１項の規定による届出が必要である

にもかかわらず届け出ていない事業活動（届出に明示されていない事業

活動を含む。）をいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、自然環境の保全及び安全な生活環境を守るために必要な施策

を総合的に実施しなければならない。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、自らが自然環境の保全に支障を与える行動を慎み、市の自

然環境保全の施策に積極的に協力しなければならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、周辺住民に対して自らの事業活動に関する説明を十分に

行うよう努めるとともに、市の自然環境保全の施策に積極的に協力しなけ

ればならない。 

２ 事業者は、自らの事業活動を行うに当たり、常に市民の生活環境の安全
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に影響が生じないよう十分な注意を払うとともに、その影響が生じ、又は

生じるおそれのあるときは、直ちにその防止措置を講じなければならない。 

（事業計画の届出） 

第６条 市内において、次に掲げる事業であって規則で定める規模以上のも

のをしようとする事業者は、事業を開始する前に当該事業に係る事業計画

（以下「事業計画」という。）を市長に届け出なければならない。 

（１） 宅地の造成、土地の開墾その他土地の形質の変更を行う事業 

（２） 木竹を伐採する事業 

（３） 土石類を採取する事業 

（４） 廃棄物の埋立て、盛土その他の土地への堆積を行う事業 

（５） 資材、廃材等を集積する事業 

（６） その他規則で定める事業 

２ 前項の規定は、次に掲げる事業については、適用しない。 

（１） 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく申請が必要な事業 

（２） 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づく申請が必要な

事業 

（３） その他規則で定める事業 

３ 第１項各号に掲げる事業であって規則で定める規模に満たないものを行

おうとする事業者は、同項の規定による届出を行うよう努めなければなら

ない。 

４ 第１項又は前項の規定により届出を行った事業者（以下「届出事業者」

という。）は、届出後に事業計画を変更又は中止したときは、速やかにそ

の旨を市長に届け出なければならない。 

（一部改正〔平成３０年条例２８号〕） 

（公告及び閲覧） 

第７条 市長は、前条第１項又は第３項の規定による届出があったときは、

その旨を公告その他の方法により周知し、公告の日から３０日間、当該届

出に係る事業計画を市民の閲覧に供しなければならない。 

（説明会） 

第８条 届出事業者は、前条の閲覧期間内に周辺住民に対して当該届出に係

0603
テキストボックス
　１０




3/6 

る事業計画の説明会（以下「説明会」という。）を開催しなければならな

い。ただし、事業計画を中止した場合その他規則で定める場合は、この限

りでない。 

２ 届出事業者は、前項の説明会を開催するときは、市長にその旨を通知す

るとともに、当該説明会の開催を予定する日時、場所等を説明会開催日の

１０日前までに周辺住民に周知しなければならない。 

３ 届出事業者は、前条の閲覧期間内に説明会を開催できないときは、その

理由を市長に届け出なければならない。 

４ 市長は、前項の場合において、相当の理由があると認めるときは、第１

項の規定にかかわらず、期限を付して、当該届出事業者に対し、説明会を

開催するよう求めることができる。 

５ 届出事業者は、説明会終了後、速やかにその内容を記録した報告書を市

長に提出しなければならない。 

（意見書及び見解書） 

第９条 届出事業者の事業計画に関し、生活環境に与える影響について意見

を有する市民は、第７条に規定する公告の日から起算して４５日を経過す

る日（同条の閲覧期間満了の日までに説明会が終了しない場合にあっては、

当該説明会が終了した日から起算して１５日を経過する日）までに、市長

に対して意見書を提出することができる。 

２ 市長は、前項の意見書の提出があったときは、その要旨を記載した書面

（以下「要旨」という。）を届出事業者に送付するものとする。 

３ 届出事業者は、前項の要旨の送付を受けたときは、送付を受けた日から

１５日以内に、要旨に対する見解を記載した書面（以下「見解書」という。）

を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、第１項及び前項の場合において、必要と認めるときは、関係機

関の意見を求めることができる。 

５ 市長は、第１項の意見書、第３項の見解書又は前項の意見により、自然

環境の保全のため必要と認めるときは、事業計画の変更を求めるものとす

る。 

（不適正な事業活動の防止） 
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第１０条 市長は、不適正な事業活動の早期発見及び防止のため、自然環境

の変化に注意を払うよう努めるとともに、関係機関との連絡調整を行わな

ければならない。 

２ 市民は、不適正な事業活動の早期発見及び防止のため、できる限り周辺

環境に注意を払うように努めるとともに、不適正な事業活動を発見したと

きは、直ちにその旨を市又は関係機関に通報するよう努めなければならな

い。 

３ 市長は、不適正な事業活動が行われ、又はそのおそれがあるときは、直

ちに現状の調査を行わなければならない。 

４ 市長は、不適正な事業活動を確認したときは、その事業者に対して、適

切な措置を講ずるよう求めなければならない。 

（自然環境保全協定） 

第１１条 市長は、自然環境保全のために必要があると認めるときは、事業

者との間に自然環境保全協定を締結することができる。この場合において、

市長は、あらかじめ、環境基本条例第１６条に規定する嘉麻市環境審議会

の意見を求めなければならない。 

（報告及び立入調査） 

第１２条 市長は、不適正な事業活動の早期発見及び防止のために必要な限

度において、事業者に報告を求め、又は関係職員に当該事業に係る土地へ

の立入調査を行わせることができる。 

２ 前項の立入調査を行う者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の

請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 

（指導及び勧告） 

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、その事業者に対

し、必要な指導又は勧告をすることができる。 

（１） 第６条第１項の規定による届出を怠り、又は届出に明示されてい

ない事業活動を行っているとき。 

（２） 第８条第１項又は第４項の規定による説明会を正当な理由なく開
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催しないとき。 

（３） 第９条第５項の規定による事業計画の変更の求めに応じないとき。 

（４） 前条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、

又は立入調査を正当な理由なく拒んだとき。 

（一部改正〔平成３０年条例２８号〕） 

（中止命令等） 

第１４条 市長は、不適正な事業活動を行っている事業者が第１０条第４項

の求めに応じないときは、当該事業者に対して、相当の期間を定めて、そ

の行為の中止を命じ、必要な措置を講ずるよう命ずることができる。 

２ 事業者は、前項の規定による措置を講じた場合において、市長が必要と

認めるときは、当該措置に係る検査を受けなければならない。 

３ 事業者は、前項の規定による検査を受けた措置について有効に保持しな

ければならない。 

４ 市長は、事業者が第１項の規定による命令に従わず、かつ、市民に重大

な被害をもたらした場合は、安全な生活環境を守るため、当該事業者の費

用を持って必要な措置を講ずるものとする。 

（自然環境保全監視員） 

第１５条 市長は、自然環境の保全のために必要な監視及び指導を行わせる

ため、自然環境保全監視員を置くことができる。 

２ 自然環境保全監視員に関し、必要な事項は、規則で定める。 

（一部改正〔平成３０年条例２８号〕） 

（公表） 

第１６条 市長は、次に掲げる場合において、特に必要と認めるときは、そ

の内容を公表することができる。 

（１） 第１３条の規定による勧告に従わないとき。 

（２） 第１４条第１項の規定による命令に従わないとき。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。 

（罰則） 

第１８条 第１４条第１項の規定による命令に従わない者は、１００万円以
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下の罰金に処する。 

２ 第１４条第３項の規定に違反した者は、１０万円以下の罰金に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１８条の規定は、平成

２０年３月１日から施行する。 

（暫定条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例（以下「暫定条例」という。）は、廃止する。 

（１） 碓井町自然環境保護条例（平成３年碓井町条例第１３号） 

（２） 山田市自然環境保全条例（平成１０年山田市条例第１３号） 

（３） 嘉穂町自然環境保護条例（平成１０年嘉穂町条例第１６号） 

（廃止に伴う経過措置） 

３ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、廃止前

の暫定条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の

相当規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 

４ 施行日の前日までに、廃止前の暫定条例の規定により締結された自然環

境保全協定等は、この条例の規定による自然環境保全協定とみなす。 

５ 施行日の前日までにした行為に対する附則第２項第１号及び第２号に掲

げる暫定条例の罰則の適用については、なお廃止前の暫定条例の例による。 

附 則（平成３０年６月２６日条例第２８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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公害防止協定書 
 
 嘉穂町嘉麻市（以下「甲」という。）と、福岡シール工業㈱NOK 九州株式会社 嘉麻

工場（以下「乙」という。）とは、地域環境保全のため、公害防止、工場緑化等について

次のとおり協定を締結する。 
 
（大気汚染防止対策） 
第１条 乙は、ばい煙による大気汚染を防止するため、次の各号により措置するものと

する。 
（１） ボイラー等の使用燃料は硫黄含有率の低いものを使用し、必要に応じて、排煙

脱硫装置及び集じん装置施設等の対策を講ずるものとする。 
（２） 乙は、甲が必要と認めたときは亜硫酸ガス濃度を測定し、結果を甲に報告する

ものとする。 
（３） 乙は、甲が必要と認めたときは、ばいじんに係るばい煙濃度の測定結果を必要

と認めたときは、甲に報告するものとする。 
（４） ばい煙の排出濃度は次のとおりとする。 
  ア 硫黄酸化物 福岡県公害防止等生活環境の保全に関する条例に定められている

排出基準（大気汚染防止法における硫黄酸化物の排出基準）嘉穂町公害防止条

例施行規則第２条により算出する。ただし、k 値は９とする。 
  イ 窒素酸化物  １８０ｐｐｍ以下 
  ウ ばいじん  ０．０２ｇ／Ｎ㎥㎥Ｎ以下 
（水質汚濁防止対策） 
第２条 乙は、排出水による水質汚濁を防止するため、次の各号により設置するものと

する。 
（１） 乙は、排水中の汚染物質除去のため、油水分離槽を設けること。 
  ア 鉱油類含有量  ２ｐｐｍ以下 
（２） 排水処理施設（し尿浄化槽）により排水処理施設出口において、次の排水処理

基準に適合するまで処理したのち排出するものとする。 
  ア 水素イオン濃度（水素指数） ＰＨ５．８以上 ８．６以下 
  イ 生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） ２０ｐｐｍ以下（日間平均） 
  ウ 浮遊物質量（ＳＳ）  ２５ｐｐｍ以下（日間平均） 
  エ 大腸菌群  ３，０００個／㎤（日間平均） 

（２３） 排水する水質の確認のため、年２回以上測定し、その結果を甲に報告すると

ともに、万一水質基準に適合しないときは、乙は、速やかに必要な措置を取るもの

とする。 
 
 
（騒音、振動防止対策） 
第３条 乙は、騒音を防止するため、騒音を発する機器等には消音装置等適切な措置を

講じ、敷地境界での音を昼間６５デシベル以下、夜間５５デシベル以下にするものと

する。振動については昼間６５デシベル以下、夜間６０デシベル以下にするものとす

る。 
（産業廃棄物の処理） 
第４条 乙は、産業廃棄物の処理については、次の各号により措置するものとする。 
（１） 産業廃棄物は、努めて再利用すること。 
（２） 焼却等により減量化に努めること。 →※焼却は平成１３年から廃止になって

いるため削除 
（３２） 処分にあたっては、周辺に被害を及ぼさないよう廃棄物の処理及び清掃に関

する法律に基づき適切に処理すること。 
（悪臭防止対策） 
第５条 乙は、悪臭を防止するため、脱臭装置の設置等適切な措置を講じ、周辺に被害

を及ぼさないよう措置するものとする。 
（交通安全対策） 
第６条 乙は、交通安全対策のため、特に貨物自動車等の大型車の運航については、ス

ピードを制限する等適切な措置を講じ、事故防止に務める努めるとともに、周辺に迷

惑を及ぼさないよう配慮するものとする。 
（事故等の措置） 
第７条 乙は、公害を発生させる恐れのある施設について、故障、破損その他の事故が

発生したときは、ただちに所要の措置を講ずるとともに、必要に応じて、当該施設の

操業短縮又は一時停止等の措置を行ない、事故の復旧に務める努めるものとする。 
 ２ 前項の事故が発生したときは、乙は、事故の状況等について直ちに甲に報告する

ものとする。この場合において、甲が乙の講ずべき措置について必要な支持を与え

たときは、乙はこれに従うものとする。 
 ３ 甲は、乙が公害防止に必要な措置を行うにあたっては、可能な限り努力するもの
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とする。 
（立入調査） 
第８条 甲は、その職員及び甲が依頼した学識経験者をして、随時乙の工場内に立ち入

り、公害防止の実施状況を調査させるものとする。この場合において、甲が必要と認

めたときは、甲が認める地元住民代表を参加させることができるものとする。 
 ２ 甲は、乙が公害その他において地元住民に迷惑を及ぼしたときは、必要臭い時手、

甲が行う立ち入り調査に、甲が認める地元住民代表を参加させることができるものと

する。 
 ３ 乙は、前二項による調査には、すすんで協力するものとする。 
 
（資料の提供及び公開） 
第９条 乙は、甲から公害防止に関し資料の要求があったときは、速やかにこれを提出

するものとする。 
 ２ 甲は、前項に規定により提出された資料を公開できるものとする。 
（環境の美化） 
第 10 条 乙は、工場内外の環境保全と美観維持を図るため、その敷地のうち２５％嘉麻

市工場立地法地域準則条例に定められた範囲以上を緑地帯とし、その他の敷地及び法

面には、グリーンベルトとして芝、花木を植えるなど可能な限り緑化するものとする。 
 ２ 緑地帯等の樹木の選定にあたっては、特に周辺の美観保持について配慮するもの

とする。 
（公害防止管理者等の設置） 
第 11 条 乙は、公害防止管理者等を常置し、公害関係事項について甲と連絡を密にする

ものとする。 
（無過失賠償責任） 
 
第 12 条 乙は、工場が排出する物質並びに及び関連施設の事故に起因して地域住民に

被害を与えたときは、直ちに、その防止対策を講ずるとともに、その損害を賠償するも

のとする。 

（改訂） 

第 13 条 公害防止対策改善のため、この協定を改訂しようとするときは、甲、乙協議し

て行うものとする。 

（協議） 

第 14 条 乙は、公害防止関係法律法令に定める特定施設を新設、増設しようとするとき

は、事前に甲と協議しなければならない。 

 ２ この協定に定める事項について疑義が生じたときは、そのつど甲、乙協議して定

めるものとする。 

 

 この協定を証するため協定書を２部作成し、甲、乙記名押印の上それぞれ各１通を保

有する。 

 

 

平成８年４月３日令和８年４月１日 

 

 

甲 

嘉麻市大字大隈町７３３嘉麻市岩崎１１８０番地１ 

嘉穂町長 高倉円次嘉麻市長 赤間 幸弘 

 

乙 

嘉麻市大隈町１６５１ 

福岡シール工業（株）NOK 九州株式会社 嘉麻工場 

代表取締役社長 鈴木 昭治工場長 小宮 英治 
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○嘉麻市地下水採取規制条例

平成25年9月30日

条例第26号

(目的)

第1条　この条例は、嘉麻市環境基本条例(平成19年嘉麻市条例第21号。以下「環境基本条例」という。)に

規定する基本理念に基づき、市内における地下水の枯渇及び地盤の沈下を防止するため、地下水の採取

について必要な規制を行うことにより、市民生活にかけがえのない資源である地下水を将来にわたって

保全し、もって市民の健康で文化的な生活に寄与することを目的とする。

(定義)

第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　井戸　動力を用いて地下水(温泉法(昭和23年法律第125号)第2条第1項に規定する温泉を除く。)を

採取するための施設をいう。

(2)　第1種井戸　揚水機の吐出口の断面積(吐出口が2以上あるときは、その断面積の合計をいう。以下

同じ。)が6平方センチメートルを超える井戸をいう。

(3)　第2種井戸　揚水機の吐出口の断面積が6平方センチメートル以下の井戸をいう。

(4)　ストレーナー　井戸に設けられた収水孔をいう。

(市の責務)

第3条　市は、市民生活に支障が生じないようにするための地下水の保全に係る施策の実施に努めなければ

ならない。

(地下水採取者の責務)

第4条　市内において、地下水を採取する者は、地下水をかん養し、かつ、その採取量の縮減に努めるとと

もに、市が実施する地下水の保全に係る施策に協力しなければならない。

(地下水採取規制地域の指定)

第5条　市長は、地下水を採取することにより周辺住民の生活用水に必要な安定した地下水源に影響を及ぼ

し、又は地盤の沈下が生じるおそれがある地域を地下水採取規制地域として指定することができる。

2　市長は、地下水採取規制地域を指定するに当たっては、あらかじめ、環境基本条例第16条第1項に規定

する嘉麻市環境審議会(以下「環境審議会」という。)の意見を聴かなければならない。

3　市長は、地下水採取規制地域を指定しようとするときは、あらかじめ、その旨を告示するとともに、市

民に公表しなければならない。

4　前2項の規定は、地下水採取規制地域の指定を変更し、又は解除する場合について準用する。

(第1種井戸の許可)

第6条　地下水採取規制地域において、第1種井戸を設置しようとする者は、あらかじめ、市長の許可を受

けなければならない。設置した第1種井戸について、ストレーナーの位置を変更し、又は吐出口の断面積

を拡大しようとする場合(第2種井戸を第1種井戸に変更する場合を含む。)も、同様とする。

2　市長は、次に掲げる基準に適合していると認める場合でなければ、前項の許可をすることができない。

(1)　周辺住民の地下水の有効的な利用に支障がないこと。

(2)　既存の水道水源又は井戸に影響を及ぼすおそれがないこと。

(3)　採取する地下水の用途が必要かつ適当であること。

(4)　他の水をもって代えることが困難であると認められること。

3　市長は、第1項の許可に必要な条件を付することができる。

4　市長は、第1項の許可を行うに当たっては、あらかじめ、環境審議会の意見を聴かなければならない。

(許可の申請)

第7条　前条第1項の許可を受けようとする者(以下「許可申請者」という。)は、次に掲げる事項を記載し

た申請書を市長に提出しなければならない。

(1)　氏名及び住所(法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名)

(2)　地下水採取の目的及び用途

(3)　ストレーナーの位置、揚水機の種類、吐出口の断面積及び附属設備に関する事項

(4)　1日の平均採取量

(5)　その他市長が必要と認める事項

(説明会の開催)

第8条　許可申請者は、前条の規定による許可の申請を行う前に、周辺住民に対し、地下水採取の内容につ

いての説明会を開催しなければならない。

2　許可申請者は、前項の説明会を開催するときは、その開催日の10日前までにその旨を周辺住民に周知す

るとともに、市長に通知しなければならない。

3　市長は、第1項の説明会に職員を立ち会わせることができる。

4　許可申請者は、第1項の説明会を行ったときは、遅滞なくその結果を市長に報告しなければならない。
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(第1種井戸の設置の届出等)

第9条　第6条第1項の規定により、第1種井戸の設置の許可を受けた者(以下「第1種井戸採取者」という。)

は、第1種井戸を設置した日から15日以内にその旨を市長に届け出て、その検査を受けなければならな

い。

2　第1種井戸採取者は、第7条各号に掲げる記載事項に変更があったときは、その変更のあった日から30日

以内にその旨を市長に届け出なければならない。

(水量測定器の設置)

第10条　第1種井戸採取者は、第1種井戸に採取量を測定できる機器(以下「水量測定器」という。)を設置

し、毎月の採取量を市長に報告しなければならない。

(許可の失効)

第11条　第6条第1項の許可は、第1種井戸採取者が次の各号のいずれかに該当したときは、その効力を失

う。

(1)　第1種井戸を廃止したとき(揚水機を動力によらないものとしたときを含む。)。

(2)　第1種井戸を第2種井戸に変更したとき。

2　前項の場合においては、第1種井戸採取者は、30日以内にその旨を市長に届け出なければならない。

(許可の取消し)

第12条　市長は、第1種井戸採取者が次の各号のいずれかに該当したときは、その許可を取り消すことがで

きる。

(1)　偽りその他不正な手段により許可を受けたとき。

(2)　第6条第3項の規定により許可に付した条件に違反したとき。

(3)　第9条第1項、第10条又は第20条の規定に違反したとき。

(4)　次項、第19条、第21条又は第23条の規定による命令に違反した者

(5)　その他第1種井戸採取者が法令又はこの条例の規定に違反し、許可を継続させることが不適当であ

ると市長が認めたとき。

2　市長は、第6条第3項の規定により許可に付した条件に違反した者に対し、その違反を是正するため、期

限を定めて、必要な措置を講ずることを命ずることができる。

3　市長は、第1項の規定による許可の取消しを行うに当たっては、あらかじめ、環境審議会の意見を聴か

なければならない。

(一部改正〔平成30年条例28号〕)

(第2種井戸の設置の届出等)

第13条　地下水採取規制地域において、第2種井戸を設置しようとする者は、あらかじめ、第7条各号に掲

げる事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。

2　前項の届出をした者(以下「第2種井戸採取者」という。)は、第2種井戸を設置した日から15日以内にそ

の旨を市長に届け出なければならない。

3　第2種井戸採取者は、当該井戸を廃止したときはその廃止をした日から、第1項の記載事項に変更があっ

たときはその変更があったときから30日以内にその旨を市長に届け出なければならない。

(適用除外)

第14条　第6条から前条までの規定は、次に掲げる使用目的の井戸については、適用しない。

(1)　一般家庭における飲料水その他生活用水に供するための井戸

(2)　農業のかんがいの用に供するための井戸

(許可及び届出の承継)

第15条　第9条第1項の第1種井戸採取者又は第13条第2項の第2種井戸採取者(以下「採取者」という。)から

当該井戸に係る施設を譲り受け、又は借り受けた者は、当該施設に係る採取者の地位を承継する。

2　採取者について、相続、合併又は分割があったときは、相続人、合併後存続する法人若しくは合併によ

り設立した法人又は分割により当該井戸に係る施設を承継した法人は、採取者の地位を承継する。

3　前2項の規定により、採取者の地位を承継した者は、その承継のあった日から30日以内にその旨を市長

に届け出なければならない。

(一部改正〔平成30年条例28号〕)

(立入調査)

第16条　市長は、この条例の施行に必要な限度において、職員をして採取者に係る当該井戸が設置された

土地に立ち入らせ、調査をさせることができる。

2　前項の規定により調査をする職員は、その職務権限を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるとき

は、これを提示しなければならない。

3　土地の占有者は、正当な理由がなければ、第1項の規定による立入りを拒み、又は妨げてはならない。

(立入検査)

第17条　市長は、この条例による権限を行うため必要な限度において、職員をして採取者に係る当該井戸

その他揚水機等の設備の設置の場所又は採取者の事業所若しくは事務所に立ち入り、当該設備その他の
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物件を検査させることができる。

2　前条第2項の規定は、前項の立入検査について準用する。

3　採取者は、正当な理由がなければ、第1項の規定による立入りを拒み、又は妨げてはならない。

(指導等及び勧告)

第18条　市長は、周辺住民の生活用水に必要な安定した地下水源に重大な影響を及ぼし、又は地盤の沈下

が生じるおそれがあると認めるときは、採取者に対し、指導若しくは助言をし、又は期限を定めて必要

な措置を講ずべきことを勧告することができる。

(措置命令)

第19条　市長は、前条の規定による勧告を受けた者が当該勧告に係る措置を怠ったときは、期限を定め

て、当該措置を講ずべきことを命ずることができる。

(勧告等の措置の届出)

第20条　第18条の規定による勧告又は前条の規定による命令を受けた者が当該勧告又は命令に係る措置を

講じたときは、7日以内に市長に届け出て、その検査を受けなければならない。

(停止命令)

第21条　市長は、第19条の規定による命令を受けた者が当該命令に従わないときは、必要な限度において

期限を定めて、地下水の採取の一時停止を命ずることができる。

(氏名等の公表)

第22条　市長は、第18条の規定による勧告又は第19条若しくは前条の規定による命令を受けた者が正当な

理由なくしてその勧告又は命令に従わないときは、当該勧告又は命令に従わない内容及びその者の氏名

等を公表することができる。

2　市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、公表をされることとなる者に対

し、その理由を通知し、及び意見を述べる機会を与えなければならない。

(緊急措置命令)

第23条　市長は、予見することができなかった特別の事情の発生により地下水の保全を図るため緊急の必

要があると認めるときは、採取者に対し、相当の期間を定めて、地下水の採取の制限を命ずることがで

きる。

(地下水保全協定)

第24条　採取者は、周辺住民又は市から当該井戸に係る協定の締結を求められたときは、これを締結する

よう努めなければならない。

(委任)

第25条　この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。

(一部改正〔平成30年条例28号〕)

(罰則)

第26条　次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処する。

(1)　第6条第1項の許可を受けないで第1種井戸を設置して地下水を採取した者

(2)　第12条第2項、第19条、第21条又は第23条の規定による命令に違反した者

2　次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。

(1)　第6条第1項の許可を受けるに当たり、偽りその他不正な手段を用いた者

(2)　第9条第1項若しくは第2項又は第11条第2項の規定に違反した者

(3)　第16条第3項又は第17条第3項の規定に違反して、第16条第1項の規定による立入調査又は第17条第1

項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者

(両罰規定)

第27条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関し、前条の違反行為をした場合においては、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の罰

金刑を科する。

(過料)

第28条　第13条第1項、第2項又は第3項の規定に違反した者は、5万円以下の過料に処する。

附 則

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第26条から第28条までの規定は、公布の日から起算して

3月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。

(平成25年12月規則第38号で、同25年12月29日から施行)

(経過措置)

2　第5条第1項の規定による地下水採取規制地域の指定の際、現に当該地下水採取規制地域において、第1

種井戸(第14条の規定に該当する井戸を除く。)を設置している者は、当該指定の日(以下「指定日」とい

う。)以後90日以内に第7条各号に掲げる事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。

3　前項の規定による届出をした者は、第6条第1項の許可を受け、第9条第1項の届出をしたものとみなす。
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4　附則第2項に規定する第1種井戸の設置者は、指定日から1年以内に当該井戸に水量測定器を設置し、毎

月の採取量を市長に報告しなければならない。

5　第5条第1項の規定による地下水採取規制地域の指定の際、現に当該地下水採取規制地域において、第2

種井戸(第14条の規定に該当する井戸を除く。)を設置している者は、指定日以後90日以内に第7条各号に

掲げる事項を記載した届出書を市長に提出しなければならない。

6　前項の規定による届出をした者は、第13条第1項及び第2項の届出をしたものとみなす。

附 則(平成30年6月26日条例第28号)

この条例は、公布の日から施行する。


